
第2部　各分野の施策等に関する報告

第1章

低炭素社会の構築

近年の人間活動の拡大に伴って二酸化炭素、メタン
等の温室効果ガスが人為的に大量に大気中に排出され
ることで、地球が過度に温暖化するおそれが生じてい
ます。特に二酸化炭素は、化石燃料の燃焼などによっ
て膨大な量が人為的に排出されています。我が国が排
出する温室効果ガスのうち、二酸化炭素の排出が全体
の約95％を占めています（図1-1-1）。

第1節　地球温暖化問題の現状

1　問題の概要

図1-1-1　��日本が排出する温室効果ガスの内
訳（2007年単年度）

資料：環境省
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気候変動に関する政府間パネル（IPCC）が2007年
（平成19年）に取りまとめた第4次評価報告書による
と、世界平均地上気温は1906〜2005年の間に0.74
（0.56〜0.92）℃上昇し、20世紀を通じて平均海面水
位は17（12〜22）cm上昇しました。また、最近50年
間の気温上昇の速度は、過去100年間のほぼ2倍に増
大しており、海面上昇の速度も近年ではより大きく
なっています。同報告では、気候システムに温暖化が
起こっていると断定するとともに、20世紀半ば以降
に観測された世界平均気温の上昇のほとんどは人為起
源の温室効果ガス濃度の観測された増加によってもた
らされた可能性が非常に高いとしています。
また、同報告では、世界全体の経済成長や人口、技

術開発、経済・エネルギー構造等の動向について複数
のシナリオに基づく将来予測を行っており、1980年
から1999年までに比べ、21世紀末（2090年〜2099
年）の平均気温上昇は、環境の保全と経済の発展が地
球規模で両立する社会では、約1.8（1.1〜2.9）℃と
する一方、高度経済成長が続く中で化石エネルギー源
を重視した社会では約4.0（2.4〜6.4）℃と予測して
います。
同報告では、新しい知見として、温暖化により、大
気中の二酸化炭素の陸地と海洋への取り込みが減少す
るため、温暖化が一層進行し（気候−炭素循環の
フィードバック）、大気中の二酸化炭素濃度の上昇に
伴い既に海面が平均でpH0.1酸性化し、21世紀中に

2　地球温暖化の現況と今後の見通し
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更にpHで0.14〜0.35の酸性化が進行すると予測され
ています（表1-1-1）。
また、日本では20世紀中に平均気温が約1℃上昇し

ました。日本においても、気候の変動が生態系、農
業、社会基盤、人の健康などに多大な影響を与えるこ
とが予想されます。

表1-1-1　�地球温暖化の影響の現状

指標 観測された変化

世界平均気温

・�2005年までの100年間に世界の平均気温が
0.74〔0.56〜0.92〕℃上昇。
・�最近50年間の昇温の長期傾向は過去100年間
のほぼ2倍。
・�最近12年（1995年〜2006年）のうち、1996
年を除く11年の世界の地上気温は1850年以
降で最も温暖な12年の中に入る。
・�北極の平均気温は過去100年間で世界平均の上
昇率のほとんど2倍の速さで上昇。

平均海面水位 ・20世紀を通じた海面水位上昇量は0.17m
・1993年〜2003年の上昇率は年あたり3.1mm

暑い日及び熱波 発生頻度が増加

寒い日、寒い夜
及び霜が降りる日

発生頻度が減少

大雨現象 発生頻度が増加

干ばつ 1970年代以降、特に熱帯地域や亜熱帯地域で干
ばつの地域が拡大。激しさと期間が増加。

氷河、積雪面積 ・�南北両半球において、山岳氷河と積雪面積は平
均すると縮小

資料： IPCC 「第4次評価報告書」より環境省作成

日本の2007年度（平成19年度）の温室効果ガス総
排出量は、13億7,400万トン＊（注：以下「＊」は二
酸化炭素換算）でした。京都議定書の規定による基準
年（1990年度。ただし、HFCs、PFCs及びSF6につ
いては1995年。）の総排出量（12億6,100万トン＊）
と比べ、9.0％上回っています。また、前年度と比べ
ると2.4％の増加となっています（図1-1-2）。
温室効果ガスごとにみると、2007年度の二酸化炭

素排出量は13億400万トン（1990年度比14.0％増加）
でした。部門別にみると（図1-1-3、図1-1-4）、産業
部門からの排出量は4億7,100万トン（同2.3％減少）
でした。また、運輸部門からの排出量は2億4,900万
トン（同14.6％増加）でした。業務その他部門からの

排出量は2億3,600万トン（同43.8％増加）でした。
家庭部門からの排出量は1億8,000万トン（同41.2％
増加）でした。
2007年度における二酸化炭素以外の温室効果ガス

排出量については、メタン排出量は2,260万トン＊
（同32.3％減少）、一酸化二窒素排出量は2,380万トン
＊（同27.1％減少）となりました。また、HFCs排出
量は1,320万トン＊（1995年比34.6％減少）、PFCs

3　日本の温室効果ガスの排出状況

図1-1-2　�日本の温室効果ガス排出量
（単位：百トンCO2換算）
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資料：環境省

図1-1-3　�二酸化炭素排出量の部門別内訳

注１：内側の円は各部門の直接の排出量の割合（下段
カッコ内の数字）を、また、外側の円は電気事
業者の発電に伴う排出量及び熱供給事業者の熱
発生に伴う排出量を電力消費量及び熱消費量に
応じて最終需要部門に配分した後の割合（上段
の数字）を、それぞれ示している。

　２：統計誤差、四捨五入等のため、排出量割合の合
計は必ずしも100％にならないことがある。

資料：環境省
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図1-1-4　�部門別エネルギー起源二酸化炭素排出量の推移と2010年目標
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資料：環境省

排出量は650万トン＊（同53.8％減少）、SF6排出量
は440万トン＊（同74.1％減少）となりました（図
1-1-5）。なお、HFCs排出量については、2008年度
（平成20年度）に関係業界の協力を得て行った調査に
より、冷媒からの排出量について、実態に近い使用時
排出係数が明らかになったことを受け、この係数を用
いる方法に算定方法を変更したことにより、前年度ま
での排出量も上方修正されています。

図1-1-5　�各種温室効果ガス（エネルギー起
源二酸化炭素以外）の排出量
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資料：環境省
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気候変動に関する国際連合枠組条約（以下「気候変
動枠組条約」という。）は、地球温暖化防止のための
国際的な枠組みであり、究極的な目的として、温室効
果ガスの大気中濃度を自然の生態系や人類に危険な悪
影響を及ぼさない水準で安定化させることを掲げてい
ます。現在温室効果ガスの排出量は地球の吸収量の2
倍以上であり、上記の目的の実現のためには早期に排
出量を半分以下にする必要があります。（表1-2-1）
1997年（平成9年）に京都で開催された気候変動

枠組条約第3回締約国会議（COP3）において、先進

各国の温室効果ガス排出量について、法的拘束力のあ
る数量化された削減約束を定めた京都議定書が全会一
致で採択されました。
京都議定書は、先進国が、2008年（平成20年）か
ら2012年（平成24年）まで（以下、第一約束期間）
の各年の温室効果ガスの排出量の平均を基準年（原則
1990年（平成2年））から削減させる割合を定めてい
ます。例えば日本の削減割合は6％、米国は7％、EU
加盟国は全体で8％です。中国やインドなどの途上国
に対しては、数値目標による削減義務は課せられてい

第2節　地球温暖化対策に係る国際的枠組みの下での取組

1　気候変動枠組条約に基づく取組
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ません。対象とする温室効果ガスは、二酸化炭素、メ
タン等の6種類です（表1-2-2、図1-2-1）。
2009年（平成21年）1月末現在、183か国とECが

京都議定書を締結しています。米国は2001年に京都
議定書への不参加を表明し、その姿勢を変えていませ
んが、2009年（平成21年）1月に発足したオバマ政
権は、気候変動に関する国際交渉への積極的な貢献を
明言しています。
2001年（平成13年）に開催されたCOP7における

京都議定書の具体的な運用方針の決定を受け、先進諸
国等の京都議定書締結に向けた環境が整い、我が国
は、2002年（平成14年）6月4日、京都議定書を締
結しました。その後、発効要件が満たされ、2005年
（平成17年）2月16日に、京都議定書は発効しました。
発効後初の会合であるCOP11及び京都議定書第1回
締約国会合（COP/MOP1）では、第一約束期間後の
2013年以降の次期枠組みに向けた公式な議論が開始
され、また、「京都議定書の下での附属書Ⅰ国の更な
る約束に関する特別作業部会（AWG-KP）」が立ち上
がりました。2007年（平成19年）に開催された
COP13では、新たに「条約の下での長期的協力の行
動のための特別作業部会（AWG-LCA）」を立ち上げ
ること、2009年（平成21年）12月のCOP15で合意
を得ることなどを含む、バリ行動計画等の諸決定がな
されました。これによって、我が国の方針である米・
中・印を含む全ての主要経済国が責任ある形で参加す
る実効性のある枠組みの構築に向けた交渉が開始され
ることとなりました。2008年（平成20年）12月に
ポーランドのポズナンで開催されたCOP14及び
COP/MOP4では、2009年末の次期枠組みへの合意に
向けて、各国の見解をまとめた議長ペーパーの作成、
及び2009年の作業スケジュールの決定を行い、交渉
の本格化に向けた共通の基盤を整備しました。我が国
は、2008年（平成20年）9月に提出した次期枠組み
の基本的考え方に関する提案に沿って、世界全体の温
室効果ガス排出量を2050年までに少なくとも半減す
る長期目標、セクター別アプローチ、先進国の率先し
た取組と途上国の責任ある行動等について主張し、議
論に積極的に参加しました。また、COP14に先だっ
て開催されたセクター別協力に関する産業担当大臣会
合では、セクター別アプローチについて議論がなさ
れ、その成果として産業界も含めた意見交換の場とし
て「ワルシャワ対話」が立ち上げられました。

表1-2-1　�気候変動に関する国際連合枠組条
約の概要

経　　緯
1992年5月に採択
1994年3月に発効
日本は1993年5月に締結

究極の目的

・�気候系に対して危険な人為的干渉を及
ぼすこととならない水準において大気
中の温室効果ガスの濃度を安定化させ
ること

・�そのような水準は、生態系が気候変動
に自然に適応し、食糧の生産が脅かさ
れず、かつ、経済開発が持続可能な態
様で進行することができるような期間
内に達成されるべき

資料：環境省

表1-2-2　�京都議定書の概要

対象ガス 二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、代替フロ
ン等3ガス（HFC、 PFC、 SF6）

吸収源 森林等の吸収源による二酸化炭素吸収量を算入

基準年 1990年（代替フロン等3ガスは1995年とし
てもよい）

約束期間 2008年〜2012年の5年間

数値約束 先進国全体で少なくとも5％削減を目指す
日本△6％、米国△7％、 EU△8％等

京都メカニズム 国際的に協調して費用効果的に目標を達成する
ための仕組み
・クリーン開発メカニズム（CDM）
　�先進国が、開発途上国内で排出削減等のプロ
ジェクトを実施し、その結果の削減量・吸収
量を排出枠として先進国が取得できる
・共同実施（JI）
　�先進国同士が、先進国内で排出削減等のプロ
ジェクトを共同で実施し、その結果の削減
量・吸収量を排出枠として、当事者国の間で
分配できる
・排出量取引
　先進国同士が、排出枠の移転（取引）を行う 

締約国の義務 全締約国の義務
○排出・吸収目録の作成・報告・更新
○�緩和・適応措置を含む計画の策定・実施・公
表　等
附属書Ⅰ国の義務
○数値約束の達成
○�2007年までに、排出・吸収量推計のための
国内制度を整備

○�開発途上国の対策強化等を支援する適応基金
への任意的資金拠出　等

資料：環境省

クリーン開発と気候に関するアジア太平洋パート
ナーシップ（APP）は、2005年7月に日本、豪州、

中国、インド、韓国、米国の6か国がアジア太平洋地
域において、増大するエネルギー需要、エネルギー安

2　クリーン開発と気候に関するアジア太平洋パートナーシップ（APP）
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2008年（平成20年）5月に神戸で開催されたG8環
境大臣会合では、G8のほか中国、インドなど計19カ
国・地域と8国際機関が参加し、2008年（平成20年）
7月に開催された北海道洞爺湖サミットに向けてG8
の環境担当大臣のメッセージをまとめるべく議論がな
されました。鴨下環境大臣（当時）が議長を務め、
「気候変動」、「生物多様性」、「3R」について議論が行わ
れ、その成果が、議長総括としてとりまとめられました。
気候変動については、2050年までに世界全体の温

室効果ガス排出量を少なくとも半減させる長期目標を
G8北海道洞爺湖サミットで合意することへの強い意
志が表明されたほか、長期目標の実現のために低炭素

社会への移行が不可欠で、すべての国が低炭素社会に
ついて明確なビジョンを持つべきこと、IPCCの科学
的知見を考慮した実効的な中期目標の設定が必要であ
ることなどが、G8環境大臣のメッセージとして発出
されました。
また、今後の国際交渉を促進するとの観点から、低
炭素社会に関する国際研究ネットワーク、セクター別
の削減ポテンシャルに関する更なる科学的分析の実
施、コベネフィット・アプローチの促進、及び途上国
の温室効果ガス排出量データ整備への支援の4つの
テーマについて議論を深める「神戸イニシアティブ」
を開始することで一致しました。

3　G8環境大臣会合

全保障、気候変動問題などに対処することを目的とし
て、立ち上げられた地域協力の官民パートナーシップ
です。2007年10月からカナダも加わり、参加7か国
が、クリーンで効率的な技術の開発・普及・移転を行
うことによって、本地域の温室効果ガス排出削減を効
果的に実現するための様々な協力を推進しています。
APPの大きな特徴は、参加国の二酸化炭素排出量

の約6割をカバーする8つの協力対象分野としてのタ
スクフォース（①よりクリーンな化石エネルギー、②
再生可能エネルギーと分散型電源、③発電及び送電、
④鉄鋼、⑤アルミニウム、⑥セメント、⑦石炭鉱業、
⑧建物及び電気機器）が設置されているところです。
セクター・対象分野毎に知見を共有し、省エネに係る
技術移転、エネルギー効率に係る指標の検討等につい

て、官民が連携して取組を進める「セクター別アプ
ローチ」をとることにより、それぞれのセクター・対
象分野の固有の実情を踏まえた実効的な削減対策を実
施することが可能で、100件を超えるプロジェクトが
進められています。例えば、日本が議長を務める鉄鋼
とセメントタスクフォースにおいては、中国とインド
の工場に専門家を派遣して省エネや環境に関するアド
バイスを行う「省エネ・環境診断」を実施しました。
さらに、鉄鋼セクターでは、個別の省エネ技術の削減
効果及び現在の普及率を用いて、カナダを除く6か国
の鉄鋼セクターのCO2削減ポテンシャルを年間約1.3
億トン（我が国の年間CO2排出量の約10％）と試算
しました。

図1-2-1　�二酸化炭素の国別排出量と国別１人当たり排出量

※EU15ヶ国は、COP3（京都会議）開催時点での加盟国数である
出典：IEA「CO2 EMISSIONS FROM FUEL COMBUSTION」2008 EDITION  を元に環境省作成
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その他
25.7％インドネシア

1.2％

オーストラリア
1.4％
メキシコ
1.5％
韓国
1.7％

カナダ
1.9％日本

4.3％
インド
4.5％ ロシア

5.7％

EU旧 15ヶ国
11.6％

EUその他
3.8％

フランス
1.3％

イタリア
1.6％

イギリス
1.9％

ドイツ
2.9％

中国
20.2％

アメリカ
20.3％

全世界の
CO2排出量
280億トン

（二酸化炭素換算）

0 5 10 15 20

（単位：トンCO2/人）

アメリカ
カナダ

ブルネイ
ロシア
ドイツ
韓国

シンガポール
日本

ニュージーランド
イギリス
イタリア
フランス

マレーシア
中国

メキシコ
チリ
タイ

ブラジル
インドネシア

インド
ペルー

ベトナム
フィリピン

オーストラリア

114

第2部／第1章　低炭素社会の構築平成20年度



2008年（平成20年）7月に開催されたG8北海道洞
爺湖サミットでは、「環境・気候変動」が主要議題の
1つとして取り上げられ、2050年までに世界全体の排
出量を少なくとも50％削減する長期目標について、
気候変動枠組条約の全締約国と共有し採択を求めるこ
と、G8各国が自らの指導的役割を認識し、各国の事
情の違いを考慮にいれ、全ての先進国間で比較可能な
努力を反映しつつ、排出量の絶対的削減を達成するた
め、野心的な中期の国別総量目標を実施することなど
を盛り込んだ首脳文書がとりまとめられました。

サミットの機会に開催された主要経済国首脳会合で
は、低炭素社会を目指した排出量削減の世界全体の長
期目標の共有を支持すること、先進主要経済国は、先
進国間で比較可能な努力を反映しつつ、中期の国別総
量目標を実施し、排出量の絶対的削減のための行動を
実施し、途上主要経済国は、対策をとらない場合の排
出量からの離脱を達成するため、支援を受けて国毎の
適切な緩和の行動を遂行することなどが盛り込まれた
主要経済国首脳会合宣言がとりまとめられました。

4　G8北海道洞爺湖サミット

政府開発援助（ODA）における開発途上国の支援、
関係国際機関への財政的、技術的支援を引き続き行い
ました。また、2008年1月に公表した「クールアー
ス推進構想」に基づき、温室効果ガスの排出削減と経
済成長を両立させ、気候の安定化に貢献しようとする
途上国に対し、5年間で累計おおむね100億ドル程度
の資金供給を可能とする「クールアース・パートナー
シップ」を推進し、緩和策、適応策、クリーンエネル
ギーアクセスの観点から支援を進めました。
また、途上国においては、大気汚染や水質汚濁等の

環境汚染問題が喫緊の課題となっていることから、環
境汚染対策と温暖化対策を同時に進めることができる
「コベネフィット・アプローチ」が有用です。本アプ
ローチは、2008年（平成20年）のG8環境大臣会合、
北海道洞爺湖サミットの宣言文等に盛り込まれるな
ど、国際的な認知度も高まってきています。我が国に
おいては、2007年12月の中国及びインドネシア両国
との大臣間の合意に基づき、本アプローチに係る具体
的なプロジェクトの発掘・形成や共同研究を進めてい
ます。

5　開発途上国への支援の取組

京都メカニズムとは、市場メカニズムを活用して京
都議定書を批准した先進国としての削減約束を達成す
る仕組みであり、クリーン開発メカニズム（CDM）、
共同実施（JI）、及び国際排出量取引の3つの手法が
あります（表1-2-2）。
京都議定書目標達成計画においては、京都メカニズ

ムの利用が国内対策に対して補足的であるとの原則を
踏まえつつ、6％削減約束を達成するため、温室効果
ガスの排出削減対策及び吸収源対策に最大限努力して
も、なお目標達成に不足すると見込まれる分について
は、京都メカニズムを活用して対応することとしてい
ます。この差分について政府はNEDOを活用して平
成21年4月1日までに9,500万t-CO2のクレジットを
契約取得しました。
環境省や経済産業省を中心として、民間事業者等に

対してCDM/JIプロジェクト実施のための支援を行い
ました。具体的には、CDM/JI事業の実施可能性調査

による案件の発掘や、民間事業者が参考とするCDM/
JI事業実施マニュアルの改訂を行い、CDM/JIの事業
化促進を図りました。また、事業の主要受入国におけ
るCDM/JI受入に係る制度構築及び実施計画の策定を
支援したほか、受入国側の情報を我が国の事業者向け
に広く提供しました。
さらに、京都メカニズムの総合的な推進・活用を目

的として関係府省で構成する京都メカニズム推進・活
用会議において、2008年（平成20年）12月5日現在
までに計434件のCDM/JI事業を承認しました。
また、CDMを活用してコベネフィット・アプロー

チを促進することを目的として、2008年度から「コ
ベネフィットCDMモデル事業」2件（タイでは水質
汚濁対策と温室効果ガス削減、マレーシアでは廃棄物
対策と温室効果ガス削減に資する事業）への資金支援
の開始を決めました。

6　京都メカニズム活用に向けた取組

115

第
1
章

第2節　地球温暖化対策に係る国際的枠組みの下での取組



昨今、気候変動問題は以前にも増して注目を集め、
その対策のための議論も大きく加速しています。上記
の他にも、特に2013年以降の次期枠組み構築のため
の国際的な議論が様々な形で行われています。2008
年（平成20年）の5月と10月にフランスのパリにお
いて、セクター別削減ポテンシャルに関する国際ワー
クショップを開催しました。第1回ワークショップで
は、削減ポテンシャル分析にかかる最新の知見が収
集・整理され、今後の国際交渉に貢献する一つの科学
的な基盤が構築されました。また第2回ワークショッ
プでは、次期枠組み交渉に貢献するため、政策決定者
が各モデル間の結果の違いを理解できるよう、削減ポ
テンシャル分析における前提条件を明確にする活動を
継続することなどについて合意しました。2008年（平
成20年）10月に中国で開催されたASEM首脳会合で
は、先進国は国別総量目標などで指導力を発揮し、途
上国も対策をとらないシナリオの下での排出量からの
離脱のための行動をとること、IPCC報告書の複数の
目標を考慮することを国際社会に求めることなどを盛

り込んだ「持続可能な開発に関する北京宣言」がとり
まとめられました。
また、第16回APEC首脳会議や東アジア首脳会議

（EAS）環境大臣会合等の場でも重要議題として掲げ
られ、あるいは二国間などでも多くの議論がありまし
た。
地球温暖化アジア太平洋地域セミナーは、アジア太
平洋地域内の各国における地球温暖化問題に関する情
報、経験及び意見の交換を行うとともに、地域内での
取組や協力を促進することを主な目的としており、
1991年（平成3年）より我が国のイニシアティブの
下に開催されています。2009年（平成21年）3月に
第18回セミナーが「実効性のある将来枠組みの構築」
をテーマに行われ、測定・報告・検証可能な緩和行
動、CDMやODAなどを通じたコベネフィット・アプ
ローチ、国内排出量データ（インベントリ）、及び科
学に基づく適応計画について議論されました。
このように、我が国は、各国と協力して気候変動問

題への対処を進めています。

8　その他の取組

京都議定書上の6％削減目標の達成及び温室効果ガ
スの更なる長期的・継続的かつ大幅な排出削減に向け
て、政府は、平成20年3月に閣議決定した改定京都
議定書目標達成計画に基づき、今後、各部門において
各主体が、対策及び施策に全力で取り組むことによ
り、森林吸収量の目標である1300万炭素トン（基準
年総排出量比3.8％）の確保、京都メカニズムの活用
（同比1.6％）と併せて、京都議定書第一約束期間の目
標を達成することとしています。
ただし、6％削減目標は、各部門において、各主体

が、現行対策に加え、追加された対策・施策に全力で
取り組むことを前提として見込んだものであり、今
後、経済活動が活発になれば、達成が困難になること
も考えられます。このため、今後、適宜適切に計画の
進捗状況の厳格な点検と機動的な見直しを実施し、必
要な対策の追加・強化を行うことにより、6％削減目
標を確実に達成していくこととしています。平成20
年12月25日に行われた進捗状況の点検においては、
大半の対策について実績のトレンドが概ね見込みどお
りでした。また、実績のトレンドが見込みどおりでな

第3節　地球温暖化防止に向けた国内対策

1　温室効果ガスの排出削減、吸収等に関する対策・施策

地球温暖化に対する国際的な取り組みに科学的根拠
を与えてきた IPCCの活動に対して、我が国は、2007
年（平成19年）に公表された第4次評価報告書を始
めとした各種報告書作成プロセスへの参画、資金の拠
出、関連研究の実施など積極的な貢献を行いました。
また、我が国の提案により地球環境戦略研究機関
（IGES）に設置された、温室効果ガス排出・吸収量世
界標準算定方式を定めるためのインベントリータスク

フォースの技術支援組織の活動を支援しました。
また、地球環境研究総合推進費では、「地球温暖化
に係る政策支援と普及啓発のための気候変動シナリオ
に関する総合的研究」を、温暖化により世界や日本の
気候が今度どのように変化するのか、より正確で分か
りやすい形で国民各層及び国際社会に対して提供する
ことを目的として、平成19年度より実施しています。

7　気候変動枠組条約の究極的な目標の達成に資する科学的知見の収集等
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いものについても、自主行動計画においては、各団体
に対して取組の強化を促しているところであり、その
他の対策においては、対策・施策の追加・強化を行っ
ているところです。

（1）エネルギー起源二酸化炭素に関する対策
の推進

ア　低炭素型の都市・地域構造や社会経済システム
の形成

環境負荷の小さいまちづくりの実現に向け、公共交
通機関の利用促進、未利用エネルギーや自然資本の活
用等を面的に実施するため、CO2削減シミュレーショ
ンを通じた実効的な計画策定を支援しました。
都市整備事業の推進、民間活動の規制・誘導などの

手法を組み合わせ、低炭素型都市構造を目指した都市
づくりを総合的に推進しました。
交通システムに関しては、公共交通機関の利用促進

のための鉄道新線整備の推進、環状道路等幹線道路網
の整備や高度道路交通システム（ITS）の推進等の交
通流対策等を行いました。
物流体系に関しては、モーダルシフト関連施策の推

進を含め、荷主と物流事業者の連携による環境負荷の
小さい効率的な物流体系の構築に取り組みました。
新エネルギーの面的導入に関しては、住宅街区や商

業施設等を含むエリアで、太陽光発電等の新エネル
ギーの複合的な導入や、エネルギーを融通し合うシス
テムの導入などを行うモデル街区の構築等を進め、新
エネルギーの導入促進を図りました。また、地域の
様々なバイオマスを地域の関係者の幅広い連携の下、
総合的に利活用するバイオマスタウンについては、構
想の策定やその実現に向けた支援を行いました。

イ　部門別（産業・民生・運輸等）の対策・施策

（ア）　産業部門（製造事業者等）の取組

自主行動計画は、政府による厳格な評価・検証を行
いました。2008年度においては、特に排出量が大き
く、また、全体の動向に影響を与える電力・鉄鋼業か
ら、大幅な京都メカニズムクレジットの活用量の積み
増しが表明等されるとともに、10業種において、目
標達成が困難な場合には京都メカニズムクレジットの
活用を検討する旨が表明され、自主行動計画の目標達
成の蓋然性が向上したところです。中小企業における
排出削減対策の強化のため、中小企業の排出削減設備
導入における資金面の公的支援の一層の充実や、大企
業等の技術・資金等を提供して中小企業等（いずれの
自主行動計画にも参加していない企業として、中堅企
業・大企業も含む。）が行った温室効果ガス排出抑制
のための取組による排出削減量を認証し、自主行動計

画等の目標達成のために活用する、又は、コンビナー
ト等の産業集積地において工場排熱を企業間で融通す
る等、複数の事業者が共同して自主的に省エネ・排出
削減を行う仕組み（エネルギー・CO2共同削減事業）
を構築し、また、省エネルギー効果の大きい連携事業
に対して支援を行います。
さらにCO2排出低減が図られている建設機械の普

及を図るため、これら建設機械の取得時の融資制度を
措置しました。
農林水産分野においては、バイオマスの利活用や食

品産業の自主行動計画の取組を推進しました。また、
施設園芸、農業機械における二酸化炭素排出削減対策
を推進しました。

（イ）　業務その他部門の取組

省エネルギー法を改正し、現行の「工場・事業場単
位」による規制から「企業単位」での総合的なエネル
ギー管理へ法体系を改正するとともに、一定の要件を
満たすフランチャイズチェーンについてチェーン全体
を一体と捉え、本部事業者に対し、事業者単位の規制
と同様のエネルギー管理を導入することで、工場・オ
フィスビル等の実効性のある省エネ取組の更なる強化
を行います。また、建築物の省エネルギー性能の向上
のため、建築物に係る省エネルギー措置の届出等の義
務付けの対象について、一定の中小規模の建築物へ拡
大するとともに、大規模な建築物に係る担保措置を強
化することとしました。また、省エネ効果の高い窓等
の断熱と空調、照明、給湯等の建築設備から構成され
る高効率ビルシステムをエネルギー需給構造改革推進
投資促進税制の対象設備に追加するとともに、建築物
等に関する総合的な環境性能評価手法（CASBEE）
の充実・普及、省エネ改修等の建築物の省エネルギー
に関する設計・施工等に係る情報提供等の推進等を行
いました。トップランナー基準については、更に個別
機器の効率向上を図るため、対象を拡大するととも
に、既に対象となっている機器の対象範囲の拡大及び
基準の強化を図ります。
また、平成19年3月に閣議決定された新たな政府

実行計画に基づき、政府の事務及び事業に関し、率先
的な取組を実施しました。特に、全国の国の庁舎にお
いて、太陽光発電、建物緑化、ESCO等のグリーン化
を集中的に推進しました。政府実行計画に基づく取組
に当たっては、2007年11月に施行された国等におけ
る温室効果ガス等の排出の削減に配慮した法律（平成
19年法律第56号）に基づき、環境配慮契約を実施し
ました。

（ウ）　家庭部門の取組

省エネルギー法を改正し、建築物と同様、住宅に係
る省エネルギー措置の届出の義務付けの対象につい
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て、一定の中小規模の住宅へ拡大するとともに、大規
模な住宅に係る担保措置を強化することとしました。
また、消費者等が省エネルギー性能の優れた住宅を選
択することを可能とするため、住宅等に関する総合的
な環境性能評価手法（CASBEE）や住宅性能表示制
度の充実・普及、住宅設備を含めた総合的な省エネ評
価方法の開発を推進し、省エネルギー性能の評価・表
示による消費者等への情報提供を促進しました。さら
に、既存住宅において一定の省エネルギー改修（窓の
二重サッシ化等）を行った場合に係る省エネ改修促進
税制を創設しました。

（エ）　運輸部門の取組

自動車単体対策として、トップランナー基準による
自動車燃費の改善、低公害車購入の優遇税制等による
クリーンエネルギー自動車の普及促進等を行うととも
に、環状道路等幹線道路ネットワークの整備を推進す
るとともに、高速道路の多様で弾力的な料金施策等の
交通流対策を実施しました。また、モーダルシフトを
含めた物流効率化の促進については、国際貨物の陸上
輸送距離の削減にも資する港湾の整備を推進するとと
もに、グリーン物流パートナーシップ会議を通じて、
荷主と物流事業者の連携による取り組みを支援する
等、環境負荷の小さい効率的な物流体系の構築に取り
組みました。さらに、公共交通機関の利用を促進する
ために、鉄道等新線整備、既存鉄道・バスの利用促
進、エコ通勤等の施策を推進しました。
このほか、海上輸送については、船舶実燃費指標

（海の10モード）の開発・国際標準化等による海洋環
境イニシアティブを推進するとともに、スーパーエコ
シップの普及促進等に取り組みました。また、航空分
野においては、飛行経路の短縮を可能とする広域航法
（RNAV）の導入等の航空保安システムの高度化や環
境にやさしい空港（エコエアポート）等を推進しまし
た。

（オ）　エネルギー転換部門の取組

発電過程で二酸化炭素を排出しない原子力発電につ
いては、今後も安全確保を大前提に、原子力発電の一
層の活用を図るとともに、基幹電源として官民相協力
して着実に推進していきます。また、原子力等の他の
エネルギー源とのバランスやエネルギーセキュリティ
を踏まえつつ、天然ガスへの転換等その導入及び利用
拡大を推進します。太陽光や太陽熱、風力、バイオマ
ス、小水力等を活用した新エネルギーは、地球温暖化
対策に大きく貢献するとともに、エネルギー源の多様
化に資するため、国の支援策の充実等によりその導入
を促進しました。また、天然ガスコジェネレーション
や燃料電池についても推進してきました。

（2）非エネルギー起源二酸化炭素、メタン及
び一酸化二窒素に関する対策の推進

化石燃料由来廃棄物の焼却量の削減を推進するとと
もに、廃棄物の最終処分量の削減や、全連続炉の導入
等による一般廃棄物焼却施設における燃焼の高度化等
を推進しました。
また、下水汚泥の焼却に伴う一酸化二窒素の排出量

を削減するため、下水汚泥の燃焼の高度化を推進しま
した。

（3）代替フロン等3ガスに関する対策の推進

代替フロン等3ガス（HFC、PFC、SF6）は、オゾ
ン層は破壊しないものの強力な温室効果ガスであるた
め、京都議定書の対象とされています。その排出抑制
については、産業用途で削減が進んだこと等から大幅
に目標を強化し、平成20年3月に改定された京都議
定書目標達成計画においては基準年総排出量比1.6％
減の目標を設定しました。
この目標に向け、業務用冷凍空調機器からの冷媒フ
ロン類の回収を徹底するため、平成19年10月から施
行された特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実
施の確保等に関する法律（平成13年法律第64号。以
下「フロン回収・破壊法」という。）の一部改正法に
基づくフロン類回収の一層の徹底のため、引き続きフ
ロン回収・破壊法の周知を行うとともに、「見える化」
の一環としてのフロン量の二酸化炭素換算表示の導入
の検討、都道府県における執行強化を推進しました。
特定家庭用機器再商品化法（平成10年法律第97号。
以下「家電リサイクル法」という。）、使用済自動車の
再資源化等に関する法律（平成14年法律第87号。以
下「自動車リサイクル法」という。）に基づき、家庭
用電気冷蔵庫・冷凍庫、ルームエアコン及びカーエア
コンからのフロン類の適切な回収を進めました。
産業界の取組に関しては、自主行動計画の進捗状況

の評価・検証を行うとともに、行動計画の透明性・信
頼性及び目標達成の確実性の向上を図りました。
さらに、先導的な排出抑制の取組に対する補助の強

化、低温室効果冷媒を用いた省エネエアコン、省エネ
性能の高いノンフロン型断熱材等の技術開発、冷媒に
フロンを用いない省エネ型自然冷媒冷凍等装置の導入
を促進するための補助事業等の実施、実用化されてい
るフロンを使用しない建設用断熱材を始めとするノン
フロン化の促進に係る普及啓発・周知、PFC破壊処
理ガイドラインを策定しました。

（4）温室効果ガス吸収源対策の推進

京都議定書目標達成計画で目標とされた森林による
吸収量1,300万炭素トン（基準年総排出量の3.8％）
の確保を図るため、健全な森林の整備、保安林等の適
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（1）地球温暖化対策推進法の改正

京都議定書の6％削減目標の達成を確実にするため
に、排出量の伸び続けている業務部門・家庭部門への
対策を抜本的に強化することが必要であることから、
平成20年6月に、温室効果ガス算定・報告・公表制
度の見直し、事業活動や国民生活における排出抑制等
に関し、事業者が講ずべき措置に関する指針の策定、
地方公共団体実行計画の充実などを盛り込んだ改正地
球温暖化対策推進法が成立しました。

（2）温室効果ガス排出量の算定・報告・公表
制度

地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法
律第117号。以下「地球温暖化対策推進法」という。）
に基づく温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度
により全国の14,841事業所（7,813事業者）及び1,447
の輸送事業者から報告された平成19年度の排出量を
集計し、平成21年4月3日に結果を公表しました。今
回報告された排出量の合計は二酸化炭素換算で6億
5,041万トンで、我が国の平成19年度排出量の約5割
に相当します。

（3）排出抑制等指針の策定

地球温暖化対策推進法が平成20年に改正され、事
業者が事業活動において使用する設備について、温室
効果ガスの排出の抑制等に資するものを選択するとと
もに、できる限り温室効果ガスの排出量を少なくする
方法で使用するよう努めることとされました。また、
事業者が、国民が日常生活において利用する製品・
サービスの製造等を行うにあたっては、その利用に伴
う温室効果ガスの排出量がより少ないものの製造等を
行うとともに、その利用に伴う温室効果ガスの排出に
関する情報の提供を行うよう努めることとされまし
た。
平成20年12月12日には、国は排出抑制等指針を公

表し、こうした努力義務を果たす上で事業者が講ずべ
き措置を「第一　業務部門における事業活動に伴う温

室効果ガスの排出の抑制等に関する事項」と「第二　
日常生活における温室効果ガスの排出の抑制への寄与
に係る措置に関する事項」とに大別して具体的に示し
ており、事業者による本指針を活用した排出抑制等の
ための取組が今後推進されることが期待されます。

（4）国民運動の展開

地球温暖化防止のために政府が推進する国民運動
「チーム・マイナス6％」を引き続き推進し、夏期の
冷房設定を28℃にして快適に過ごすビジネススタイ
ル「クール・ビズ」の実施を各企業へ呼びかけるとと
もに、パブリック・スペース等での理解・実施を促す
取組を実施しました。
また、冬期の暖房設定を20℃にして快適に過ごす

ビジネススタイル「ウォーム・ビズ」の実施を各企業
へ呼び掛けるとともに、「ウォームビズ20℃プロジェ
クト」として、北海道、東京、大阪、兵庫の商業施設
や地域ぐるみでの理解・実施を促す取組を推進しまし
た。
さらに、家庭から排出されるCO2量も増加傾向に

あることから、平成18年の冬から、衣食住を通じて
「家（うち）」の中からできる温暖化対策「うちエコ！」
を推進しています。
平成20年度は「ウチから暖めよう」をテーマに、

身体のうちから暖める食事や運動、家の防寒対策など
により、過度な暖房に頼らず暖かく過ごす工夫の普及
に向けて「うちエコ！応援団」による活動を展開しま
した。
このほか、「1人1日1kg」の温室効果ガスの削減を

モットーとした「私のチャレンジ宣言」及び低炭素社
会づくりへの呼びかけを実施するとともに、北海道洞
爺湖において開催されたサミットを契機に低炭素社会
への歩みを国民で共有する日（毎年7月7日）として
設立された「クールアース・デー」において、全国の
ライトアップ施設や家庭の電気の一斉消灯を呼び掛け
る「CO2削減／ライトダウンキャンペーン」を開催し
ました。

2　横断的施策

切な管理・保全等の推進、木材及び木質バイオマス利
用の推進、美しい森

も り

林づくり推進国民運動の展開等の
総合的な取組を内容とする森林吸収源対策を展開しま
した。
また、都市における吸収源対策として、都市公園整

備や道路緑化等による新たな緑地空間を創出し、都市
緑化等を推進しました。

さらに、農地土壌が有する温室効果ガスの吸収源と
しての機能及び本機能の向上に効果の高い営農活動に
関する科学的な知見を集約し、食料・農業・農村政策
審議会企画部会地球環境小委員会において「地球温暖
化防止に貢献する農地土壌の役割について」をとりま
とめました。
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（5）「見える化」の推進

温室効果ガスの「見える化」とは、商品やサービス
の製造等に伴う温室効果ガスの排出量を定量的に可視
化することなどを言いますが、低炭素社会づくり行動
計画において、「見える化」のあり方について検討を
加え、また、排出量の算定や、その信頼性の確保、表
示の方法等関するガイドラインを2008年度中に取り
まとめることとされています。例えば、カーボン・
フットプリント制度や、国民が日常生活において様々
な商品やサービスを使用した際に発生する温室効果ガ
スの排出量や、その削減のための具体的な方法につい
て情報提供するウェブサイト（日常生活CO2情報提
供ツール（仮称））の開発などについて検討を進めて
いるところです。

（6）公的機関の率先的取組

地球温暖化対策推進法及び京都議定書目標達成計画
に基づき平成17年4月に閣議決定された「政府がそ
の事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等の
ため実行すべき措置について定める計画（政府の実行
計画）」において、政府は自らの事務及び事業から排
出される温室効果ガスを18年度までに13年度比で
7％削減することを目標としていました。
平成18年度における政府の事務及び事業に伴い排

出された温室効果ガスの総排出量は170.6万トン（平
成13年度値の14.5％減）となりました。
また、政府の実行計画が平成18年度に終了したこ

とを受けて、19年度から24年度までの期間を対象と
する新たな実行計画を19年3月に閣議決定しました。
この新しい計画では、22年度〜24年度の平均の温室
効果ガス排出量を、13年度比で8％削減することを目
標としています。
平成20年6月に改正された地球温暖化対策推進法

においては、①都道府県、指定都市、中核市及び特例
市（指定都市等）の地方公共団体に対し、地方公共団
体実行計画の義務的記載事項を拡充し、従来から自治
体に策定が望まれてきた地域推進計画の中において、
盛り込むように努めることとされていた、その区域の
自然的社会的条件に応じた温室効果ガスの排出の抑制
等のための施策の策定が義務づけられました。また、
②都道府県に加え指定都市等も、地域における普及啓
発活動や調査分析の拠点としての地域地球温暖化防止
活動推進センター（地域センター）の指定や、③地域
における普及啓発活動を促進するための地球温暖化防
止活動推進員を委嘱できることとされました。さら
に、④地方公共団体、関係行政機関、関係地方公共団
体、地域センター、地球温暖化防止活動推進員、事業
者、住民等により実行計画協議会を組織することがで
きることとし、これらを通じパートナーシップによる
地域ごとの実効的な取組の推進等が図られるよう措置

しました。

（7）環境税等の経済的手法

燃費の良い自動車への転換を促す等に活用する税制
も重要な対策手段です。
環境税等の経済的手法については、第6章第8節を

参照してください。

（8）国内排出量取引制度

国内排出量取引制度については、2005年度から、
確実かつ費用効率的な削減と取引等に係る知見・経験
の蓄積を図るため、自主参加型国内排出量取引制度
（JVETS）を実施し、現在まで232社の企業が参加し
ています。
2008年1月には、環境省国内排出量取引制度検討

会を設置し、具体的な制度設計のあり方について掘り
下げて検討を行い、5月に制度オプション試案を含む
中間まとめを公表しました。このほか、「地球温暖化
問題に関する懇談会」や「地球温暖化対応のための経
済的手法研究会」においても検討が行われました。
2008年10月からは、低炭素社会づくり行動計画

（平成20年7月29日閣議決定）、地球温暖化対策推進
本部決定（平成20年10月21日）に基づき、CO2の排
出削減には、CO2に取引価格を付け、市場メカニズム
を活用し、技術開発や削減努力を誘導する方法を活用
することが必要であるとの観点に立って、「排出量取
引の国内統合市場の試行的実施」を開始しました。こ
れに伴い、JVETSは試行実施の参加類型の一つと
なったほか、国内クレジット制度も開始されました。
本試行実施については、全国各地で説明会を開催す
るなど企業等の参加を積極的に働きかけてきた結果、
JVETSへの参加企業を含む500を超える企業等から
参加申請がありました。目標設定参加者として電力、
鉄鋼、化学等の主要排出業種における主要企業から参
加申請がなされた上、これらの目標設定参加者の排出
量の合計は産業部門全体の約7割に上り、多くの業
種・企業から積極的な参加申請がありました。
また、申請された目標について、2008年度の目標
を中心に参加者の目標の審査・確認を行い、JVETS
参加企業125社に加え、77の目標設定主体が目標水
準に達しているとされ、目標水準が確定しました。

（9）カーボン・オフセット

適切なカーボン・オフセット（以下、「オフセット」
という）の普及促進のため、「我が国におけるカーボ
ン・オフセットのあり方について（指針）」（平成20
年2月）に基づき、下記の取組を行いました。
・�平成20年4月、オフセットの取組に関する普及
啓発・相談支援等を行う「カーボン・オフセット
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（1）排出量・吸収量算定手法の改善等

気候変動枠組条約に基づき、温室効果ガス排出・吸
収目録（インベントリ）の報告書を作成し、排出・吸
収量の算定に関するデータとともに条約事務局に提出
しました。また、これらの内容に関する条約事務局に
よる審査の結果を踏まえ、インベントリの整備体制や
算定方法の改善について検討しました。

（2）地球温暖化対策技術開発の推進

京都議定書目標達成計画において、技術開発は、そ
の普及を通じて環境と経済の両立を図りつつ、将来に
わたり大きな温室効果ガス削減効果が期待できる取組
として位置付けられており、第3期科学技術基本計画
や分野別推進戦略関係各府省が連携し、産学官で協力
しながら総合的な推進を図りました。
農林水産分野においては、地球温暖化適応策の農業

生産現場への普及・指導や、地球温暖化が将来の農林
水産業に与える予測研究、適応策に関する技術開発を
推進しました。

（3）観測・調査研究の推進

地球温暖化に関する科学的知見を充実させ、一層適

切な行政施策を講じるため、引き続き、地球環境研究
総合推進費等を活用し、現象解明、影響評価、将来予
測及び対策に関する調査研究等の推進を図りました。
また、地球環境研究総合推進費では、平成20年度に、
①地球温暖化による影響への効果的・効率的な適応、
②低炭素社会づくりに関する政策研究を行うための特
別枠を設け、13研究課題を開始しました。
「低炭素社会の実現に向けた脱温暖化2050プロジェ
クト」の成果は、平成20年2月に「行動の呼びかけ
（Call for Action）」としてまとめられていますが、同
年5月に開催されたG8環境大臣会合では、各国の低
炭素社会にかかわる研究機関が低炭素社会に関する国
際研究ネットワークを構築することが提案され、多く
の国に支持されました。
また、我が国においても顕在化しつつある地球温暖

化影響に対する適応策の基本的な考え方、今後の影
響・適応研究の具体的な方向性について、「気候変動
への賢い適応」報告書を、2008年（平成20年）6月
にとりまとめました。
さらに、地球温暖化対策に必要な観測を、統合的・

効率的なものとするため、「地球観測連携拠点（温暖
化分野）」の活動を引き続き推進しました。

3　基盤的施策

フォーラム」（以下、「J-COF」という）を設立し
ました。

・�平成20年8月、模範的なオフセットの取組を示
すことを目的として9件の取組をモデル事業とし
て採択しました。

・�平成20年9月、日本国環境省と英国環境・食糧・
農村地域省（Defra）との間で、カーボン・フッ
トプリントの算定やオフセットに係る情報交換に
ついて一層の協力強化を図るための協力宣言文を
締結しました。

・�平成20年10月、オフセットに取り組む際に用い
る温室効果ガスの排出量の算定方法やオフセット
の取組を行う者が消費者等に対して明示すべき情
報について示したガイドラインを策定しました。

・�平成21年3月、適切なオフセットの取組に対し
て、第三者認証を実施するための基準を策定しま
した。

また、平成20年11月には、国内のプロジェクトに
よる温室効果ガス排出削減・吸収量をオフセットに用
いることのできるクレジットとして認証する「オフ
セット・クレジット（J-VER）制度」（以下、「J-VER
制度」という。）を創設しました。同年12月には、高
知県から本制度に基づき木質バイオマスを利用した案
件が申請されました。同案件の平成19年度分の
J-VERは株式会社ルミネが買い取り、社員の通勤に
係る排出量をオフセットしました。また、平成21年3
月には、森林によるCO2吸収量を認証するための基
準を整備しました。これらにより、国内のプロジェク
トにオフセットの資金が還流することが期待されま
す。
さらに、上記のような取組について国と地方自治体

との情報・意見交換を行うためのネットワークとし
て、平成20年6月に日本カーボンアクション・プラッ
トフォーム（JCAP）を設立しました。
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